[bookmark: _Hlk80600641]（様式４－１）入札参加者概要書

	商号又は名称
	

	代表者（職・氏名）
	

	連絡先　担当部署
　　　　担当者氏名
　　　　電話番号
　　　　メールアドレス
	





（注）・ＳＰＣ等を契約相手方とする場合には、出資予定者についても、出資予定者（出資者が複数存在する場合には基本的に全ての出資者）ごとに書類を作成、提出してください。なお、書類の提出が困難な場合には、あらかじめご相談ください。
[bookmark: _Hlk152342102]・借地権を譲渡する予定がある場合には、譲渡を受ける者も書類を作成、提出してください（信託受益権化を目的とした信託銀行等への譲渡を除く）。
・信託受益権化を目的として信託銀行等へ借地権を譲渡した上で、信託受益権を譲渡する予定がある場合には、信託受益権の譲渡先となる者も書類を作成、提出してください。
・「開発事業費」は、様式４－６の「１．開発事業費」の合計と一致させてください。






（添付書類）

入札参加者概要書の別添として、下記の書類を提出してください。

	添付書類
	留意事項

	資金計画書
	・開発事業費明細と資金調達の計画について、必要な資金が適切に調達されるよう作成してください。
・ＳＰＣ等を契約相手方とする場合は、組成スキームを添付してください。組成スキームには、その資本構成（出資者）や資金調達先（予定する先を含む）、意思決定権の所在、委託関係（予定する先を含む）、設立に向けたスケジュール等が確認できるよう記載してください。
・土地の転貸又は借地権を譲渡する予定がある場合は、転借人又は譲渡先を明示した全体スキーム図等を添付してください。

	財務諸表等
	・直近２期分の貸借対照表、損益計算書、キャッシュフロー計算書を提出してください。

	融資証明書又は関心表明書
	・融資証明書及び関心表明書の提出は任意としますが、提出がない場合は手元自己資金（流動資産－流動負債）等を審査し、開発する資力を有しているかどうかの審査を行います。
・融資証明書及び関心表明書は金融機関発行のものに限ります。

	納税証明書
	・入札公告日以降に発行されたものを提出してください。
・納税証明書は、以下の書類を提出してください。
①法人税、消費税及び地方消費税
・納税証明書「その１」（最近２年間分の納税すべき税額、納付済額及び未納税額）
・納税証明書「その３」又は「その３の３」（未納の税額がないことの証明書）
②法人市民税
・納税証明書（最近２年間分の納税すべき税額、納付済額及び未納税額）

	商業登記簿謄本
（履歴事項全部証明書）
	・入札公告日以降に発行されたものを提出してください。


（注）　前頁に記載の（注）に基づき提出してください。




（様式４－２）開発・運営実績書

	No.　：事業名称

	①所在地　
	

	②スケジュール概要
	※　土地取得、公共団体協議(都市計画決定等の手続きを含む。)、設計、着工、しゅん工等の年月を時系列で記載する。

	③用途地域、指定容積率、建蔽率
	

	④敷地面積(㎡)
	

	⑤延べ床面積(㎡)
	

	⑥容積対象床面積(㎡)
	

	⑦利用容積率及び利用建蔽率
	

	⑧構造・階層・高さ
	

	⑨建築物の主な用途・導入施　
　設
	※　主な用途や施設ごとの床面積も記載する。

	⑩総事業費(百万円)
	※　土地取得費、工事費等主な費目内訳も記載
    する。

	⑪開発・運営手法
	※　開発・運営上の効果、周辺地域との関わり・配慮の内容等も記載する。

	⑫開発・運営の概要
	※　当該参加者が担った役割及びその他主要な
    関係者の構成も併せて記載する。


（注）・今回の開発計画と類似する実績（都市部における同規模以上の開発事例）の概要を記載してください。
・実績の抽出に当たっては、入札参加者が開発の中心的役割を果たした事例等で、直近10年間程度を目安に最大５事例を記載してください。
・事業毎に別葉とし、それぞれに位置図、配置図、建物計画がわかる図面等を添付してください。
・ＳＰＣ等又は個人の場合であって、入札参加者自らに開発実績がない場合には、入札参加者からの委託により開発等を行わせる者（以下「開発委託者」という。）を設定した上で、当該開発委託者の氏名等を明示の上、当該開発委託者の開発実績を記載してください。





	[bookmark: RANGE!A1:C6]
	（様式４－３）開発コンセプト


	

	[bookmark: _Hlk158384430]
	※　当該土地の開発や利用を行う上での考え方や主旨、留意する点等を記載する。なお、開発条件をどのように反映させているか記載する。

※　ノウハウや知見等をどのように企画提案に活かしているか記載する。

※　資産価値の向上や地域経済・まちづくりの活性化を図るための配慮事項を記載する。
	

	
	
	

	
	（注）・記載に当たっては文章又は図等により表現してください。
	





	[bookmark: RANGE!A1:D5]
	（様式４－４）計画概要書

	①建築面積(㎡)　
	

	②延べ床面積(㎡)
	

	③容積対象床面積(㎡)
	

	④建蔽率(%)
容積率(%)
	

	⑤構造
	

	⑥階数・最高高さ(ｍ)
	

	⑦各階床面積(㎡)
	

	⑧駐車台数（台）
駐輪台数（台）
	※　広島市条例による附置義務台数も記載する。

	⑨土地利用方針への配慮
	※　開発条件に掲げる「土地利用方針」に配慮した点を記載する。

	⑩建築物の用途・導入施設
	※　開発条件に掲げる「導入すべき施設」、「導入が望ましい機能」について記載する。
※　建築物の用途別及び導入施設別の床面積も記載し、植栽等を施した広場等の屋外施設についてもその面積を記載する。広島市条例による緑化施設等の（必要）面積も記載する。
また、施設の機能別の規模（収容人数、延べ床面積等）に係る設定理由を記載する。

	⑪開発手法
	※　都市計画法や建築基準法等に基づく開発諸制度を想定している場合にはその手法を記載する。
※　開発事業費との関係も記載する。

	⑫運営計画
	※　開発コンセプトや開発計画を実現するための施設運営及び維持管理を行う方策について記載する。

	⑬その他説明事項
	※　開発条件に掲げる「その他留意事項」等については、以下の内容を記載する。
・開発にあたっての法令等に基づく諸条件について、関係行政機関への事前相談等の確認状況
・施設機能の配置及び周辺建物との調和に配慮した建物計画について
・円滑な交通の確保について
・テナント等の誘致を想定している場合は、その名称又は誘致方針等


（注） ・床面積の算定方法は建築基準法に基づくものとしてください。
　　　 ・文章又は図等により具体的に記載してください。



（基本図面作成要領）

計画概要書の別添として、下記の図面を作成してください。
なお、図面は彩色し、建物の機能別に色分けをしてください。縮尺は1/500～1/1000 程度としますが、必要に応じで拡大縮小することは構いません（縮尺を記載）。

	図　面
	留意事項

	建築計画全体をとりまとめた概要表
	・面積諸元表、仕上表を含めてください。

	施設配置計画図
	・敷地内の動線、道路からの進入位置や駐車場など屋外計画も分かるよう記載してください。

	各階平面図
	・主要な建物について、外構図も兼ねて作成してください。
・各階平面図が基準階として表現できる場合は、基準階平面図に代えることができます。

	立面図
	・建物の主要な立面がわかるように記載してください。
・法令等の制限のラインを記載してください。（天空率を活用していればその旨）

	断面図
	・建築物の主要な用途・機能構成がわかる位置で切断してください。

	パース図
	・計画の全体がわかるように記載してください。
（全体鳥瞰、全体アイレベル、内観等）






（様式４－５）開発スケジュール表
	
	

	
	
[bookmark: _MON_1721659820]　　　　　　　　　　　　　　　
（注）・項目は、必要に応じて、適宜、追加・修正、削除等行ってください。
・土地の借受け、行政協議、近隣説明、設計着手、工事着工、工事しゅん工等一連の開発スケジュールを記載してください。
・月単位又は四半期単位等で表記してください。


























（様式４－６）事業収支見込表
	

	
	

[bookmark: _MON_1721660507]（注）・項目は、必要に応じて、適宜、追加・修正、削除（簡略化）等行ってください。
・契約締結から貸付期間終了までの事業期間を通じた逐年の損益計算書と資金収支計算書を作成してください（同一の収支見込が連続する期間は記載を省略することも可）。
・建物収去解体を確実に行うための具体的な積立計画を記載してください。
・土地の賃借料は「維持管理費等」などに一括して記載するなど、入札金額が明らかにならないようにしてください。

	

	
	


[bookmark: _GoBack]

	

	[bookmark: RANGE!A1:C5]
	（様式４－７）事業継続性の確保策


	

	
	※　事業期間が長期（54年）となることを前提として、企画提案内容を段階毎に整理した上で想定されるリスク（大規模修繕、入居状況、利用状況、テナント入替え対応等）、その他想定され得るリスクを極力記載し、入札参加者における本事業の経営上の位置づけも踏まえた対応方策について具体的に記載する。
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	











Microsoft_Excel_Worksheet1.xlsx
事業スケジュール

				（開発スケジュール記載例） カイハツ キサイ レイ

				区分 クブン		令和6年度 レイワ ネンド						令和7年度 レイワ ネンド																								令和8年度 レイワ ネンド

						1		2		3		4		5		6		7		8		9		10		11		12		1		2		3		4		5		6		7		8		9		10		11		12		1		2		3		4		5

				諸手続き ショ テツヅ

				造成工事 ゾウセイ コウジ

				施設Ａ（仮称） シセツ カショウ

				施設Ｂ（仮称） シセツ カショウ





調査・設計


造成工事

調査・設計


調査・設計


建 築 工 事


建 築 工 事


開業準備

開業準備

開業

開業

土地借受け

行政協議

近隣説明




image3.emf
１．開発事業費

単位：○円

施設名称を記載 施設名称を記載 施設名称を記載

設計・管理費

小 計

造成費等

建築工事費

小 計

開業費

公租公課

その他支出

小 計

備考 合計

（参考）建物解体費

工

事

費

そ

の

他

合 計

項目

事業費

設

計

費

等


Microsoft_Excel_Worksheet2.xlsx
概算事業費

		(様式６）事業収支見込表 ヨウシキ ジギョウ シュウシ ミコ ヒョウ





		１．開発事業費 カイハツ ジギョウヒ														単位：○円 タンイ エン

				項目 コウモク				事業費 ジギョウ ヒ						合計 ゴウケイ		備考 ビコウ

								施設名称を記載 シセツ メイショウ キサイ		施設名称を記載 シセツ メイショウ キサイ		施設名称を記載 シセツ メイショウ キサイ

				設計費等 セッケイ ヒ トウ		設計・管理費 セッケイ カンリヒ

						小 計 ショウ ケイ

				工事費 コウジヒ		造成費等 ゾウセイ ヒ トウ

						建築工事費 ケンチク コウジ ヒ

						小 計 ショウ ケイ

				その他 タ		開業費 カイギョウ ヒ

						公租公課 コウソ コウカ

						その他支出 タ シシュツ

						小 計 ショウ ケイ

				合 計 ゴウ ケイ

				（参考）建物解体費 サンコウ タテモノ カイタイ ヒ









































































				項目 コウモク				金額 キンガク				資金調達先 シキン チョウタツ サキ				備考 ビコウ

				自己資金 ジコ シキン

				長期借入金 チョウキ カリイレ キン

				出資金 シュッシキン

				敷金 シキキン

				保証金 ホショウキン

				その他 タ





				開業前資金調達　合計 カイギョウマエ シキン チョウタツ ゴウケイ

				（注） チュウ

				　・		項目は、必要に応じて、適宜、項目の追加・修正等を行ってください。 コウモク ヒツヨウ オウ テキギ コウモク ツイカ シュウセイ トウ オコナ










image4.emf
２．収支計画例

単位：○円

1年目 2年目 3年目 ・・・ 54年目 合計

年間賃貸収入計 ・・・

その他収入 ・・・

営業収入計 ・・・

修繕費 ・・・

維持管理費等 ・・・

公租公課 ・・・

保険料 ・・・

減価償却 ・・・

営業費用合計 ・・・

利息 ・・・

・・・

税引前利益累計 ・・・

・・・

・・・

　 税引後利益累計 ・・・

・・・

受取利息 ・・・

長期借入金等 ・・・

入金合計 ・・・

償却前営業費用 ・・・

法人税等 ・・・

借入金元利支払 ・・・

資本的支出 ・・・

出金合計 ・・・

・・・

・・・

長期借入金残 ・・・

敷金・保証金残 ・・・

３．事業収支の妥当性

区分

損

益

計

算

書

経常損益等

税引前利益

税引後当期利益

法人税等

入金

資

金

収

支

計

算

書

出金

建物解体費積立

※　営業収入については、賃貸収入額、売上額の妥当性について具体的に記載してください。

前期剰余金累計

負債

余剰金合計

参

考


Microsoft_Excel_Worksheet3.xlsx
収支計画

		２．収支計画例 シュウシ ケイカク レイ																		単位：○円 タンイ エン

				区分 クブン						1年目 ネンメ		2年目 ネンメ		3年目 ネンメ		・・・		54年目 ネンメ		合計 ゴウケイ

				損益計算書 ソンエキ ケイサンショ		経常損益等 ケイジョウ ソンエキ トウ		年間賃貸収入計 ネンカン チンタイ シュウニュウ ケイ								・・・

								その他収入 タ シュウニュウ								・・・

								営業収入計 エイギョウ シュウニュウ ケイ								・・・

								修繕費 シュウゼンヒ								・・・

								維持管理費等 イジ カンリヒ トウ								・・・

								公租公課 コウソ コウカ								・・・

								保険料 ホケンリョウ								・・・

								減価償却 ゲンカ ショウキャク								・・・

								営業費用合計 エイギョウ ヒヨウ ゴウケイ								・・・

								利息 リソク								・・・

						税引前利益 ゼイビ マエ リエキ										・・・

								税引前利益累計 ゼイビ マエ リエキ ルイケイ								・・・

						法人税等 ホウジンゼイ トウ										・・・

						税引後当期利益 ゼイビ ゴ トウキ リエキ										・・・

						　		税引後利益累計 ゼイビ ゴ リエキ ルイケイ								・・・

				資金収支計算書 シキン シュウシ ケイサンショ		前期剰余金累計 ゼンキ ジョウヨキン ルイケイ										・・・

						入金 ニュウキン		受取利息 ウケトリ リソク								・・・

								長期借入金等 チョウキ カリイレ キン トウ								・・・

								入金合計 ニュウキン ゴウケイ								・・・

						出金 シュッキン		償却前営業費用 ショウキャク マエ エイギョウヒ ヨウ								・・・

								法人税等 ホウジンゼイ トウ								・・・

								借入金元利支払 カリイレ キン ガンリ シハラ								・・・

								資本的支出 シホンテキ シシュツ								・・・

								出金合計 シュッキン ゴウケイ								・・・

						余剰金合計 ヨジョウ キン ゴウケイ										・・・

				参考 サンコウ		建物解体費積立 タテモノ カイタイ ヒ ツミタテ										・・・

						負債 フサイ		長期借入金残 チョウキ カリイレ キン ザン								・・・

								敷金・保証金残 シキキン ホショウキン ザン								・・・



		３．事業収支の妥当性 ジギョウ シュウシ ダトウ セイ

				※　営業収入については、賃貸収入額、売上額の妥当性について具体的に記載してください。 エイギョウ シュウニュウ チンタイ シュウニュウ ガク ウリアゲ ガク ダトウセイ グタイテキ キサイ
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審査項目

流動資産の額（Ａ） 円

流動負債の額（Ｂ） 円

融資証明書・関心表明書（Ｃ） 円

Ａ－Ｂ＋Ｃ（Ｄ） 円

開発事業費（Ｅ） 円

Ｄ＞Ｅとなっているか 適　・　否

純資産の額 円

第○期経常損益（Ａ） 円

第○期経常損益（Ｂ） 円

④国税及び地方税を滞納していない

⑤会社更生法に基づき更生手続き開始

の申し立てがなされている者又は民事

再生法に基づき再生手続き開始の申し

立てがなされている者ではない

適　・　否

適　・　否

適否の判断

③損益計算書において、直近２年間の

経常損益がそれぞれ黒字である

◎法人(SPC等、借地権譲渡先を含む）の場合

①手元流動性（直近の貸借対照表の流

動資産－流動負債）＞開発事業費の見

込

又は、

手元流動性（直近の貸借対照表の流動

資産－流動負債）＋金融機関からの融

資証明書または関心表明書における融

資上限金額＞開発事業費の見込

②直近の貸借対照表において、純資産

が10億円以上である

適　・　否

適　・　否


Microsoft_Excel_Worksheet.xlsx
Sheet1

				審査項目 シンサ コウモク		適否の判断 テキヒ ハンダン

				◎法人(SPC等、借地権譲渡先を含む）の場合 シャクチケン ジョウト サキ

				①手元流動性（直近の貸借対照表の流動資産－流動負債）＞開発事業費の見込
又は、
手元流動性（直近の貸借対照表の流動資産－流動負債）＋金融機関からの融資証明書または関心表明書における融資上限金額＞開発事業費の見込 マタ		流動資産の額（Ａ） リュウドウ シサン ガク		円 エン

						流動負債の額（Ｂ） リュウドウ フサイ ガク		円 エン

						融資証明書・関心表明書（Ｃ）		円 エン

						Ａ－Ｂ＋Ｃ（Ｄ）		円 エン

						開発事業費（Ｅ） カイハツ ジギョウヒ		円 エン

						Ｄ＞Ｅとなっているか		適　・　否 テキ イナ

				②直近の貸借対照表において、純資産が10億円以上である		純資産の額 ジュンシサン ガク		円 エン

						適　・　否 テキ イナ

				③損益計算書において、直近２年間の経常損益がそれぞれ黒字である		第○期経常損益（Ａ） ケイジョウ ソンエキ		円 エン

						第○期経常損益（Ｂ） ダイ キ ケイジョウ ソンエキ		円 エン

						適　・　否 テキ イナ

				④国税及び地方税を滞納していない コクゼイ オヨ チホウゼイ タイノウ		適　・　否 テキ イナ

				⑤会社更生法に基づき更生手続き開始の申し立てがなされている者又は民事再生法に基づき再生手続き開始の申し立てがなされている者ではない		適　・　否 テキ イナ
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（開発スケジュール記載例）
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諸手続き

造成工事

施設Ａ（仮称）

施設Ｂ（仮称）

区分

令和6年度 令和7年度 令和8年度

調査・設計

造成工事

調査・設計

調査・設計

建築工事

建築工事

開業準備

開業準備

開業

開業

土地借受

行政協議

近隣説明


